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〔Ⅰ〕公教育のライシテから国家のライシテへ
i)平穏な時代
1880年代､オポルテユニスム共和制によって種々の共和主義的改革が
遂行されたが､中でもジュール･フェリー (JulesFerry)による一連の
教育改革は､とりわけ重要な意味をもつものであった｡共和派にとって､
弱体化していた国民国家を立て直し､永続させるための切り札として呼
び出された教育改革は､国家による教育の実現を妨を宍 国民統合という
政治課題を不可能ならしめているカトリック教会とその学校を標的にし
て行われるべきであった｡公教育のライシテは､1882年法と1886年法に
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よって実現される(1)｡それらライシテにかかわる諸立法に対しては､そこ
に｢反宗教｣｢学校からの宗教の駆逐｣の意図を感じとった教会や保守勢
力から､激しい批判が浴びせられた｡しかし､改革立法を主導するフェ
リー の精神は､｢反教権主義的｣ではあっても､｢反宗教｣にまで至るも
のではないOフェリー にとって､ライシテは､学校から聖職者と宗教的
ドグマを排除することを意味するのであって､神を追放することではな
い｡1882年法と1886年法は､かなり緩やかに適用されることになる(2)0
反教権主義的な政策は､非宗教的な諸教育立法の成立後は､一時的な
休止状態を迎える.共和派は､プーランジスム(Boulangisme)の高揚に
よる共和制の危機(3)や､社会主義の台頭､無政府主義の運動に直面して､
国内の鎮静化を強く願うようになる｡他方で､カトリック勢力は､プー
ランジスムの挫折以後､共和制へのラリマン(加担)を開始する｡｢カト
リック勢力は､プーランジェ運動の挫折や王党右翼の弱体化によって､
従来の政治的立場の見直しを行なった｡すなわち､共和制と妥協して､
世俗的教育諸法に見られる第3共和制の反教権主義を和らげることによ
って教会の利益を守るのが得策であると考えるようになった｡それと同
時に､パナマ事件と相前後して台頭してきた社会主義の防波堤として､
保守的共和制を擁護しようともしたのである｣(4)｡穏和共和派は､カトリ
ック勢力によるこうしたラリマンを受け入れ(5)､新オポルテユニスム体制
を確立してゆく｡新オポルテユニストからは､宗教問題をめぐる政治的
和解の表現として､教会に対する共和制の寛容と妥協を旨とする ｢新し
い精神｣(1'espritnouveau)(6)が説かれるに至った｡
こうした背景をもつ1890年代は､比較的､平穏な時代であった｡しか
し､実際には､非常に不安定な均衡が保たれていたにすぎない.そうし
た束の間の平穏は､ドレフエス事件甘affaireDreyfus)(7)によって破ら
れることになる｡
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ii) ドレフユス事件と反修道会闘争
この事件は､1898年8月を契機として､国民世論を二分する深刻な問
題となるに至る｡ ドレフユスの無実を訴えるドレフエス擁護派が ｢人権
擁護同盟｣に結集すると､反ドレフエス派はこれに対抗して ｢フランス
祖国連盟｣を結成して､激しい論争を展開した｡カトリックは､ここで
反ドレフユス派に加担する｡カトリックの側で､ドレフユスの無罪を宿
ずる者は稀である｡多くは､聖母被昇天会修道会(Augustinsdel'Assomption)
の機関紙である 『十字架』(laCroix)のような出版物の煽動によって､
ドレフエスの有罪性を感得した｡この事件は､｢最終的には､共和制的価
値を受け入れるか否か｣をめぐる対立だったから(8)､カトリックは再び共
和制の敵となる｡フランス革命の諸原理と革命に由来する近代社会を拒
否するカトリックは､強権発動さえ夢想するようになる｡共和制が直面
する獲機は､修道会にその責任があるように思われた.
破穀院 (laCourdecassation)がドレフユス有罪判決を破棄し再審
を決定した､その同じ1899年6月､旧ガンベツタ派のワルデック=ルソー
(Waldeck-Rousseau)が ｢共和制防衛内閣｣を組織する.この内閣は､
(穏和共和派から分派した)進歩派 ･急進派 ･社会主義者の提携を基盤
として成立したものであり､ここから急進共和制の時代が始まる｡ワル
デック=ルソーは､共和制の防衛を反修道会闘争と同一視し､非宗教化
(1a'lcisation)政策を推進する｡政府はまず､その機関紙で共和制を攻撃
していた､｢教権主義的プロパガンダの支配者｣(9)たる聖母被昇天会修道
会に解散を宣告し(10)､次いで､1901年には結社法(ll)を制定した｡この法
律は､修道会の設立を政府による許可制にするという厳しい規制を設け
た｡また､非公認修道会の構成員には教育する権利を否認していた(12)0
確かに､ワ)I,デック=ルソーは､修道会からの許可申請に対しては､す
べて最大限好意的に検討されることを明らかにして､カトリック教会を
安堵させようとする｡彼にとって､共和制防衛のためにとられた措置も､
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攻撃的というよりは､まさに防衛の精神において受け取られるべきもの
であった.しかし､彼の政府が始めた反教会闘争は､その当初において
のみ､そのようなものであるにすぎない｡
ii)コンプ内閣の教会政策
1901年結社法が争点となった1902年の選挙では､｢左翼ブロック｣(Bloc
desGaucbes)が圧倒的勝利を収める(13)｡選挙後､ワルデック=ルソーの
後任として､急進派のエミー ル･コンプ (宜mi1eCombes)(14)が首相の座
に着く｡コンプは､偏執的とも言える熱意をもって修道会の破壊を促進
し､第3共和制の下でも例のない激烈な反教権主義政策を展開した｡ま
ず､1901年法が厳格に適用され､多数の修道会学校 ･修道会が閉鎖され
解散せしめられた(15)｡最後に残ったのは､公認修道会による公認の学校
である｡ この間題には､1904年7月7日の法律(16)が応答した｡その第 1
条によれば､｢修道会は､フランスにおいて､あらゆる種類および性質の
教育を葦止される｡専ら教育に携わるものとして公認された修道会は､
最大10年の猶予期間内に廃止される｣｡従来､公認修道会と非公認修道会
の間で行われた区別･は､これで廃止された｡いかなる修道会も､もはや
私学教育においてさえ､教育することを許可されないのである(17)0
1904年法は､あるカテゴリー の市民に､他の市民に認められている権
利を拒否するのであるが､この点についてレオン･デュギー(L6onDuguit)
は次のように述べる｡｢修道会の構成員は､その他の者と同様に市民であ
る｡彼らがなしえた修道誓願は､法律の捕捉を免れる個人的な良心の行
為である｡--それゆえ､もし修道士または司祭がフランス市民であり､
公立教師となるために要求される教育資格をもつのであれば､彼らに特
別な無能力を課す理由は何もないのである｡にもかかわらず､立法府は
一段と度を超してしまった｡それというのも､-- 立法府は､非公認修
道会の構成員に対して､私立学校においてさえ､いかなる段階の教育を
与えることも禁止したからであり (1901年7月1日法の第14条)､また､
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1904年7月7日の法律により､公認修道会を含めたすべての修道会に､
教育を与えることを禁じ､専ら教育を行う修道会すべての解散を命じる
ことで､教育の自由の原則と結社の自由の原則を同時に侵害したからで
ある｣(18)0
ともあれ､コンプ内閣の下で修道会の大規模な弾圧が実施された結果､
修道会系の私立学校は､1901-1906年に､生徒数を125万7千人から18万
8千人にまで減らしている｡19世紀半ばから衰退を続けていた世俗的な
私立学校は､逆に､69万5千人の生徒を獲得している｡全体として､コ
ンプの政策は､宗教的な初等教育をして､その生徒の3分の1弱を失わ
しめたということができる(19)｡コンプの政策は､修道会教育を解体する
ことで､フランスにおける学校教育の統一性を確保しようとしたであろ
うが､しかし実際には､｢教育戦争を激化させ､国を分裂させ､非宗教的
な公立学校と宗派的な私立学校の間の断絶を治癒不能なものとする｡そ
のとき､フェリーが実現しうると信じていた､学校による若者の統合と
は､程遠い状況であった｣(20)0
〔ⅠⅠ〕政教分離法以後の教育をめぐる紛争
急進共和派の反教権主義闘争は､いわゆる政教分離法(｢諸教会と国家
の分離に関する法律｣1905年12月9日)(21)の制定によって､一応の決着
を見る｡同法は､第1条で良心の自由を保障するとともに､第2条で公
認宗教の制度を否認し､原則として宗教正対する公金の支出を禁止した
(第2条の措置は､1801年にナポレオンとローマ教皇との間で締結され
たコンコルグの廃棄を意味する)｡フランス革命以来の共和派の懸案であ
った国家の非宗教化という課題が､とこに完成することになった｡政治
生活におけるカトリック教会の影響力が大幅に削減され､共和派の反敬
権主義の熱情も鎮静化してゆく｡
政教分離法に収赦されるライシテに関する諸立法は､カトリック教育
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には手ひどい打撃であった｡カトリックの家庭の●子どもが公立学校に通
う例が増加するのを､教会は看過しえない｡教会は､一定の範囲で戦略
を変更し､公立学校の ｢中立性｣を最優先の要求事項として掲げること
になる(22)｡そこには､カトリシスムに対する攻撃が強まっており､公立
学校の ｢中立性｣が脅かされている､という認識があった(23)｡このよう
な状況の下で､1905年から1914年にかけて ｢絶え間のないゲリラ戦｣
(incessanteguerrila)が展開される(24)｡特に闘争を活気づけたのは､
1909年9月に枢機卿と大司教らが出したメッセージである(25)｡そこでは､
親には学校を監督する権利と義務があると主張されるとともに､｢家父協
会｣(associationsdepe'resdefamile)(26)の設立が勧奨された.また､
公立初等学校で使用されている14冊の教科書 (そのほとんどは道徳 ･歴
史･公民教育の教科書である)が禁書扱いにされた (｢第2次教科書戦争｣
の開始(27)0
カトリックのこうした攻勢に対しては､ライシテを擁護する教師から
の反撃も見られた｡彼らは政府にライシテ擁護の措置を要求する｡しか
し､カトリックの煽動も有力である｡戦線は勝者する｡以後､いずれの
陣営も決定的な勝利を望むことはできないだろう｡
ところで､ライシテをめぐる紛争は､政府 ･教師とカトリックとの間
でのみ生じていたわけではない｡教育史家のクロード･ルリエーヴル(Claude
Lelievre)によれば､1914年まで繰 り広げられた教育戦争の主要な戦線こ
そは､公立学校での ｢社会主義的ライシテ｣(1ai'cit6socialiste)の前進
をめぐる闘争であった(28)｡社会主義的な教師の大部分は､非宗教的な教
育を､共和主義的な市民の育成と捉える｡その点で､彼らはフェリーや
第 3共和制の学校創設者たちの意図を継続していると言えるが､彼らの
新機軸は､未来の ｢社会的共和制｣の市民を形成することを考えている
ことにあった(29)｡社会主義的な教師の多数が､｢社会問題とは何よりもま
ず教育問題である｣と考えていることを考慮すれば､教育者は自由であ
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らねばならない｡そのとき､追求すべき最初の仕事は､人間の完全な解
放の必要条件としての ｢教師の完全な解放｣である｡教師組合の組織化
運動は､この間題に対する組織的な応答である｡ これに対して､そうし
た教師の運動に激しく反対する人々は､ライシテの概念を､｢宗教的｣
(religieuse)中立性から｢教育的｣(scolaire)中立性へと､意図的に変
質させようとする｡それで､第3共和制の学校創設者たちは公教育施設
の政治的 ･社会的な中立化を支持していた､という考え方が信用に値す
るものであるようにするため､学校教育におけるライシテ概念の変質は､
意図的に歴史の視界から遠ざけられることになった(30)0
〔ⅠⅠ〕第1次世界大戦後の教育 ｢民主化｣運動
i) ｢統一学校｣運動
既に指摘したように(31)､第3共和制の学校制度は､フェリー 教育改革
における教育の ｢平等｣の理念的限界が投影された結果､民衆のための
初等教育系統の学校を､ブルジョワジーのための中等教育系統の学校か
ら分断する､本質的に複線型の制度にとどまっていた｡生まれによる不
平等を当然視するこの制度を批判し､それに代わる ｢統一学校｣(ecole
unique)の制度が本格的に構想され始めるのは､第1次世界大戦中のこ
とである｡コンパニヨ●ン(Compagnons)と称する団体に結集した人々が､
大戦終結直前の1918年2月に統一学校の構想を発表した｡それは､すべ
てのフランス人に同一の基本的な教育を与えること､統一学校の就学年
齢を6歳から14歳までとすること､初等･中等教育における系統(ordres)
というあり方を廃し､連続的な段階 (degrをS)に改めることなどが主張
された(32).急進派は､｢統一学校｣という表現に教育的正義･社会的正義
を兄いだし､彼らの選挙綱領の第 1項目として掲げた｡社会党も統一学
校の支持に回った｡また､1924年の総選挙に際して､統一学校が､社会
党と急進社会党を結集した左翼連合の綱領の中に位置づけられた(3)｡こ
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れに対して､教権主義的な保守派は､統一学校のスローガンに私立学校
の廃止-独占を読み取り､これに激しく反対した｡従来､有償の中等教
育に属していたクラスに無償制を拡大する統一学校は､最後には私立中
等教育を崩壊させうるであろう巧妙な装置であると位置づけられたので
ある｡保守派はまた､統一学校は､肉体労働者を減少させ､農村の過咲
化を助長し､社会的 ･政治的に危険な落伍者を増加させる､などとして
批判した(34)0
統一学校の支持者たちは､十分な支持を得るに足る明確で一貫したプ
ランをもつに至らなかった｡右翼と極左が統一学校に攻撃を加え､教節
たちとその組合も分裂してしまう｡しかし､｢統一学制は､左翼合同内閣
の末期から､約10年間に革新的な諸政党､進歩的な文化人や教育学者､
さらに国民大衆の支持をえて､なしくずLに実現の方向をたどる｣(35)｡そ
の後､統一学校の制度化は､特に人民戦線 (Frontpopulaire)の国民教
育相で急進派のジャン･ゼ-(JeanZay)のもとで､漸進的に実現する(36)0
i)ヴイシー政府の教育政策
1939年にポーランドに侵入して第2次世界大戦の火蓋を切ったドイツ
は､翌年5月に西部攻勢を開始する｡フランスの防御線は脆くも突破さ
れ､その翌月､フランスはドイツに降伏の申し入れをして仏独休戦協定
が調印された｡政府はヴイシーに移り､同年7月に国家元首の地位に就
いたペタン (Pさtain)が全権を掌握した｡議会は停止され､市民的自由
は廃止される｡ゲイシー体制は､共和制の清算を基本姿勢とする､きわ
めて権威主義的な体制であった｡
この時期､教会に有利な措置が講じられる｡修道会教育が再建され､
私教育には補助金が支出され(37)､初等学校に宗教的な道徳教育が再び導
入された.また､ヴイシー体制は､第3共和制の､特に初等段階の教育
と教師への憎悪を示す｡｢敗戦に責任があるのは､まさに左翼の教師と『初
等 〔教育〕の精神』である｣(38)と考えたからだ｡ヴイシー体制が､民衆教
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育､教育に関する平等の思想､｢統一学校｣に冷淡だったのは､そのため
である｡1941年には､中等教育の無償の範囲が狭められた｡これは､民
衆層の教育アクセスをより難しくするための措置であった(39)｡体制はま
た､初等教育の弱体化をねらって､上級初等学校を廃止し､近代コレー
ジュに転換した｡しかし､この措置は､体制側の意図とは全く別の効果
をもたらす｡｢皮肉なことに､従来の民主的な教育要求の1つである単線
型学校制度を部分的に推進することになった｣く40)のである｡
【註】
(1)教育制度の世俗化は､国家による教師への給与支給を定めた1889年の法律によ
って完成する｡Prost,A.,Histoiredel'enseignementenFrance1800-1967,
Paris,A.Colin,1968,p.202.1889年法については､梅根悟監修 ･世界教育史研
究会編･世界教育史大系10-フランス教育史ⅠⅠ(講談社･1975年)143貢 〔佐藤
英一郎執筆〕を参照｡なお､ライシテを含めたフェリー 教育改革の全体像につ
いては､拙稿 ｢フランス公教育制度の史的形成における自由と国衣(6)｣法政論
叢 (山形大学)12号 (1998年)80貢以下を参照｡
(2)アントワ-ヌ･プロストによれば､フランス西部のメ-メ-ユニロワール県では､
公立学校教師は依然として､生徒にカテキスムを暗唱させることがあり､十字
架がすべて消えたわけでもなかった｡修道会学校の勢力も顕著に後退すること
はない｡公立学校は非宗教的な教師で占められるようになるが､公立学校から
追放された修道士は私立学校を開設するのである｡1878-1901年に､修道会系
の私立学校の生徒数は､62万3千人から125万7千人に増加した｡Frost,op.citリ
p.204.また､モーリス ･ゴンタールによれば､1879年1月～1890年末に､非宗
教埠な学校に転換された修道会学校は6418校あった (年平均600校の割合)0
1892-97年には､この数字は1321校に低下する (年平均250-300校の割合)｡I
1897-98年には､121校が非宗教化される｡1897年には､修道士の経営する男子
公立学校の最後の3校が消滅した｡しかし､依然､修道女が経営する4901の女
子公立学校と483の共学校が残っていた｡年200校の閉鎖というペースだと､1886
年法の完全適用までには､25年もかかることになるoまして､フェリー 法･ゴ
ブレ法(1886年法)はしばしば適用が中断された｡Gontard,MりL'∝vrescolaire
delaTroisiをmeRをpublique,1'enseignementprimaireenFrancede1876畠
1914,2e芭d.,Toulouse,Ⅰ.N,R.D.P.,1976,p.115.さらに､ゴンタールは､1885
年の選挙での共和派の敗北について､1882年法の適用の難しさや､｢神のいない
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学校｣が一定の地方で不満をもたらしたことが､その原因の一端をなしている
ものと考えられたため､共和派が法律適用の態度を軟化させざるをえなくなっ
た､とも指摘している｡ibid.,p.112.
(3)1886年に陸相のポストを得たプーランジェ (Boulanger)は､陸軍の高級将校
の中では珍しく共和主義者であり､軍隊の民主的改革や炭鉱ストライキでの労
働者への同情的発言などにより民衆の人気を博した｡オポルテユニスム政府の
政治運営に不満を抱き現状打破を訴える動きは､プーランジェをシンボルとし
て結集し増幅され､第3共和制転覆をもくろむ運動 (プーランジスム)へと発
展した｡しかし､結局､プーランジェ自身のクーデタへの不決断などから､プ
ーランジスムは挫折することになった (1889年)0
(4)渡辺和行ほか ･現代フランス政治史 (ナカニシャ出版 ･1997年)39貢｡
(5)1893年にフェリー は次のように述べている.｢わが共和制は万人に開かれているo
それは､いかなるセクト､いかなる集団の所有物でもない｡たとえ､この集団
●が共和制を創設した人々のそれであったとしても､である｡進んでいるラリマ
ンの重大な動きは､抗し難い力によって､また､祖国の最も高められた利益に
よって､導かれる｣｡citeparChevalier,J.-J.etConac,G.,Histoiredes
institutionsetdesregimespolitiquesdelaFrancede1789anosjours,8e
ed.,Paris,Dalloz,1991,p.347.なお､フェリー は､機会を捉えて､ライシテの
急進化を嘆き､寛容の精神をもつよう呼びかけ､宗教的な対立の鎮静化を強調
しているocf.Ozouf,M.,L'宜cole,1'亘gliseetlaRepublique1871-1914,Paris,
豆d.Cana/JeanOffredo,1982,p.150.
(6) ｢新しい精神｣については､ChevalieretConac,op.cit.,p.358ets.を参照｡
(7)ドレフエス事件については､渡辺-民 ･ドレフユス事件 (筑摩書房 ･1972年)､
ミシェル･ヴイノック著･川上勉=中谷猛訳･ナショナリズム･反ユダヤ主義･
ファシズム (藤原書店･1995年)197貫以下､中谷猛･近代フランスの自由とナ
ショナ,1)ズム (法律文化社･1996年)311貢以下など参照Oなお､フランスにお
ける反ユダヤ主義的言論の法的規制をめぐる問題を取り扱った論文として､成
嶋隆 相反ユダヤ主義』との闘い-フランスの経験-｣法政理論 (新潟大学)27
巻 3･4号 (1995年)239貢がある｡
(8)渡辺ほか･前掲､45貢Oなお､この点につき､樋口陽一は次のように述べてい
る｡｢ドレフエス派と反ドレフユス派の対立は1人のユダヤ人大尉の運命をこえ
て､個人主義と国家主義､反軍国主義と軍国主義､反教権主義と教権主義--･､
総じて､共和派と反共和派の全面的対決を意味していた｡この事件をのりこえ
ることによってフランスの共和制は安定 〔する〕｣｡樋口･比較憲法 〔全訂第3
版〕(青林書院 ･1992年)152貢｡
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(9)Bourgin,G.,LaTroisiをmeRepublique1870-1914,Paris,A.Colin,1968,p.
133.
(10)Morabito,M.etBourmaud,DリHistoireconstitutionneleetpolitiquedela
France(1789-1958),3eed.,Paris,Montchrestien,1993,p.349.
(ll)Loirelativeaucontratd'association.BuletindesLois,12ser主e,t.63,No
2295,p.1273ets.1901年結社法については､石原司 ｢急進派とその政治行動｣
山本桂一編 ･フランス第3共和制の研究 (有信堂･1966年)63貢以下､浜田豊
｢1901年法における結社の自由と修道会の規制｣明大大学院紀要18集 (1980年)
195貢､徳永千加子 ｢ライシテの一断面｣宗教法11号 (1992年)48貢以下など参
照｡
(12)これはフェリーの ｢第7条｣の復活であると言えよう｡ChevalieretConac,
op.°it.,p.139.
(13)モナ･オズ-フは､1902年の選挙の中心的争点は ｢教育の自由｣だったとする｡
Ozouf,op.citリp.178,
(14)1835年にフランス南部のタルン県で生まれたコンプは､神学校で学び､聖母被
昇天会修道会のコレージュで教授を勤めた経歴をもっていた｡コンプは､修道
会こそは国家内国家として､特にその教育機能の重大さに鑑みれば､共和制を
危殆ならしめる存在であると見て､｢私は修道会を解散するためにのみ政権をと
ったのだ｣とさえ述べていた｡参照､石原 ･前掲､74貢､86-87貢｡
(15)コンプによる適用状況については､石原･前掲､86貫以下､Gontard,op.cit.,p.
136ets.を参照｡
(16)LoirelativeaIasuppressiondel'Enseignementcongreganiste.Buletindes
Lois,12serie,t.79,No2578,p.1689ets.
(17)1904年法の適用状況については､石原･前掲､93貢､Gontard,op.°it.,p.150を
参照｡1904年法は､やがて厳格に適用されなくなる｡特に1914年の第1次世界
大戦後は､それが顔著であるO後に､ヴィシー政府がこの法律を廃止する立法
を行うが(1940年9月3日法)､この措置はフランス解放後も無効とされなかった｡
Fourrier,Ch.,L'EnseignementfranGaisde1789a1945,precisd'histoiredes
institutionsscolaires,Paris,･Institutpさdagoglquenational,1965,p.201.
(18)Duguit,L.,Traitededroitconstitutionnel,t.5,2eed.,Paris,E.deBoccard,
1925,pp.404-405.これに対して､エスマンは､修道士については､個人的な権
利の侵害が語りうるかどうか疑問があるとし､｢修道会員がたてた従順の誓いに
鑑みれば､完全な自由や個人的道徳的な責任をもって教育するのは､その修道
会員ではない｡つまり､その名において､かつ修道会員を通じて教育するのは､
まさに修道会なのである｣と述べているoEsmein,A.etNezard,Hり丘lements
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dedroitconstitutionnel,franGalSetCOmpare,t.2,7eさd.,Paris,Recueil
Siley,1921,pp.598-599.
(19)Pros上,op.°it"p.208.しかし､プロストによれば､この展開は共和派に深刻な
分裂を生む｡修道会教育の排除を正当化する､国家の独占的な教育権カに固執
する者と､フェルデイナン･ビュイッソンのように､国家の権限を限定的に解
する自由主義的な姿勢をとる者との分裂である｡ibid.,pp.208-209.
(20)Nique,Ch.etLelはvre,C.,LaRepubliquen'芭duqtleraplus,1afindumythe
Ferry,Paris,Plon,1993,p.204.
(21)政教分離法につnて詳しくは､大石鼻･憲法と宗教制度 (有斐閣･1996年)の
26貫以下を参照｡
(22)しかし､教育に関するカトリックの立場の大本には明らかに宗教的な主張が見
られる (｢宗教は教育に先んじる｡ゆえに､教育はまず良きキリスト教徒を育
てるべきなのであり､その次に､専ら2次的に､良きキリスト教徒に知識を与
えるよう努めるものだ｣)か ら､カトリックにとって､中立性原理の援用には
相当のジレンマがあった.Lelievre,C.,Histoiredesinstitutionsscolaires
(1789-1989),PAris,Nathan,p.104.
(23)この点については､Gontard,op.°it.,pp.173-174を参照｡
(24)ProstりOp.°it.,p.210.
(25)Cf.Gontard,op.citりpp.178-179.
(26) ｢家父協会｣の発展過程については､ibid.,p.175ets.を参照｡
(27)この点については､ibid.,p.179ets.;Choppin,A.,"Lecadrelegislatifet
rをglementairedesmanuelsscolaires:Ⅰ.DelaRevolutionえ1939",Histoire
del'宜ducation,No29,1986,p.56など参照O
(28)Lelievre,op.cit.,p.101.
(29)Ibid.
(30)Ibidリppユ02-103.
(31)拙稿 ･前掲､101貫､104-106貢を参照｡
(32)この点について詳しくは､梅根監修･世界教育史研究会編･前掲､182貢〔佐藤)､
桑原敏明 ｢コンパニョンから5月革命まで｣長尾十三二編著･教育学研究全集
第3巻一国民教育の歴史と論理〔欧米教育史研究序説〕(第-法規･1976年)128
貢以下､Frost,op.°it.,p.408など参照｡
(33)Leli芭vre,op.cit.,p.134.
(34)Ibid.,pp.134-135.保守派は､統一学校は｢共産主義革命の待合室になるだろう｣
という見方をとっていた｡しかし､当の共産主義者は､統一学校は｢隔着｣｢民
主主義的欺隔｣であり､その真の目的はブルジョワジーに奉仕させるべく労働
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者階級から知性を奪u取ることだと考えて､統一学校計画に反対していたoibid.,
pp.135-136.
(35)梅根監修 ･世界教育史研究会霜 ･前掲､184貢 〔佐藤〕｡例えば､1926年に､リ
セとコレージュの初等科の教育課程と初等学校の教育課程が同一のものとされ
るなど､初等段階の一元化と中等教育の機会均等が図られた｡また､上級初等
学校などを併設した一部のリセ･コレージュにおいて､一定数の授業につき､
それぞれの生徒を同じ教室に集めて授業を受けさせる試みが行われた｡ところ
が､共通クラスにもかかわらず､リセ･コレージュの生徒は有償だったが､上
級初等学校の生徒は無償だった｡この明白な差別を解消するために､1927年の
財政法律で､共通クラスの全生徒につき教育が無償化された｡その後も､財政
再建の追い風を受けて､無償制の範囲が拡大され､ついに1933年､中等教育の
全課程が無償化されるに至った｡
(36)ジャン･ゼ-は､1936年8月の法律で､義務教育年齢を14歳に引き上げたO翌
年､彼は全面的な教育改革案を提出するが､立法化に至らなかったため､行政
措置により改革の実現を図った｡詳しくは､同上､200-203貢〔佐藤)､Leli巨vre,
op.°it.,pp.138-139を参照｡
(37)この措置はフランス解放後に停止されるが､私立学校はそれ以後､国家の支援
の復活を主に要求するようになる｡この要求は､カトリック教会､私立学校の
生徒の親の団体､教育の自由を要求する団体に結集した保守派によって支持さ
れた.NiqueetLe1iさvre,op.cit.,p.204.
(38)Fourrier,op.citリp.229.
(39)Ibid.,p.230.
(40)梅根監修 ･世界教育史研究会編 ･前掲､205貢 〔佐藤〕O
第 2節 第2次世界大戦後におけるフランス公教育
〔Ⅰ〕第4･第5共和制における公教育の変容
i)教育の民主化に向けて
1944年8月のパリ解放後に､連合国によって正式にフランス政府とし
て承認されたフランス共和国臨時政府 (ドゴール 〔deGaule〕首相)の
下で､フランスは国家の再建に取り組むことになる｡1945年10月の国民
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投票で､戦前の第3共和制への復帰は圧倒的多数の国民によって否定さ
れ､新憲法の制定が決定された｡新憲法は､1946年10月のレフェレンダ
ムで採択された｡これが､1946年10月27日憲法 (第4共和制憲法)であ
る(1)｡この憲法は､第3共和制憲法とは異なり､前文の形ではあるが憲法
の冒頭に権利宣言を置いた｡前文は､1789年人権宣言によって確立され
た人権と､共和国の諸法律によって承認された基本的諸原理を確認した
後､｢現代に特に必要なものとして､以下の政治的､経済的および社会的
諸原理を宣言する｣と述べる'｡その中に､｢国は､子どもおよび成人の､
教育､職業養成および教養についての機会均等を保障する｡すべての段
階での無償かつ非宗教的な公教育の組織化は､国家の責務である｣(La
nationgarantitl'芭galaccesdel'enfantetdel'adulteal'instruction,a
laformationprofessionneleetえlaculture.L'organisationdel'enselgnement
publicgratuitetla'1queatouslesdegresestundevoirdel'Etat)と
の規定が置かれた｡
第4共和制の下では､教育の民主化 (教育の機会均等)を実現するも
のとして提唱された ｢統一学校｣構想に沿った形での､教育制度の構追
改革が模索された｡多様な改革案が提案される｡そのうち最も有名なち
の､｢もっとも体系的な､その後のフランス内外の教育にもっとも強い影
響を与えたもの｣(2)が､ランジュヴァン=ワロン案 (leplan Langevin-
Walon)(3)である｡そこには､2つの思想が兄いだされる｡教育学的な面
では｢新しい学校｣(新教育)であり､構造面では｢統一学校｣である(4).
前者に関して､初めて公式の文書において､学校が､子どもとその年齢･
｢能力｣を考慮して構想されている｡教育再建の基本原理として､例え
ば､すべての子どもは､その人格を最大限に発達させる平等の権利をち
っこと､教育の民主化によって学校に正義を導き入れることなどが述べ
られている(5)｡他方､構造面に関しては､義務教育の最終年齢を14歳から
18歳に引き上げ､この義務教育課程を単線化し､公教育のすべての段階
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を無償化することなどを提案している｡しかし､この案は､結局､実覗
されないまま終わる｡第4共和制は､いかなる構造改革もなしえなかっ
た｡
ランジュヴァン=ワロン改革案で強く打ち出された｢統一学校｣構想は､
次の第5共和制(6)において､制度的に実現されることになる｡つまり､｢諸
系統｣(初等 ･中等 ･技術教育の系統)ごとの学校から､｢諸段階｣ごと
の学校 (小学校 ･コレージュ･諸リセ)への移行である｡こうした単線
型学校体系への移行は､種々の改革の試みを経て､1975年の改革により
完成する.国民教育相ルネ･アビ (ReneHaby)の名前を冠する､この
教育構造改革は､学校体系を小学校 ･コレージュ･リセの3段階に単鍾
化し､また､コースのない統一コレージュを創設して､原則として､全
生徒に共通の教育を行うことなどを内容とするものであった(7)｡もっとも､
これによってもなお､教育機会の不平等が残存することとなり(8)､1980年
代以降も改革が続くことになる｡
i)公立学校と私立学校の関係の変容
第5共和制は､公立学校と私立学校の長い対立関係に終止符を打つこ
とになる｡つまり､国家が私立学校の要求に応じて補助金(9)を支出する制
度を設けることで､教育の公役務に私教育を協力させる体制が確立する
のである｡ ヴイシー体制によって先鞭をつけられたこの動きは､第4共
和制の下で､1951年9月21日の法律 (マリー 法 〔laloiMarie〕)(10)や同月
28日の法律 (バランジェ法 〔laloiBarange))(l)に現れていたが､第5
共和制下の1959年12月31日にドプレ法 (lalo主Debre)(12)が制定されるに
及んで､この間題に決着がつけられるのである｡
ドプレ法は､補助金を求める私立学校に対して次の3つのオプション
を用意していた｡すなわち､第1に､私立学校は公教育への統合を求め
ることができる(3条)｡第2に､私立学校.は国家と｢公教育への協同契
約｣(contratd'associational'enseignementpublic)を結ぶことがで
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きる (4条)｡これは､契約対象学級における教育を､｢公教育の諸規則
および教育課程｣に服せしめる一方で､当該学級の運営費を､対応する
公教育の学級と同一の条件で支給するものであるO第3に､私立学校は
国家と｢単純契約｣(contratsimple)を結ぶことができる (5条)｡これ
は､教師の給与を国が支払う一方で､私立学校に国が教育的 ･財政的な
監督を及ぼすことを内容とするものである｡同法は､第 1条で､国と契
約を取り結んだ私教育施設は､国の統制に服するものとされたが､教育
に際しては､当該施設がその ｢固有の性質｣(caracterepropre)を保持
することも明記された｡これは､ドプレ法が､私教育施設のなし崩し的
な統合 ･編入をもくろんでいるのではないか､との疑いを払拭するため
に挿入されたものである(13)0
カトリック系の初等学校の大部分は､補助金の額は少ないものの､相
対的に国家の統制が緩和される ｢単純契約｣を選んだ(14)｡この契約方式
は､当初､9年間のみ有効とされていたが､1971年の法改正により永続
的なものとされた(15)｡また､1977年11月25日の法律(ゲルムール法〔laloi
Guermeur〕)(16)は､協同契約を結んだ私学の教師に対して､当該施設の｢固
有の性質｣を尊重するよう義務づけ､協同契約の下にある施設につき､
教師の任命に関する当該施設の長の権限を強化し､国に教師養成のため
の資金援助を義務づけるなど､私教育施設の自律性を強化した｡
ii)公民教育の衰退
既に述べたように､フェリー (とその協力者)にとって､公民教育は
教育政策の最も重要な部分の1つであった｡公民教育を通じて愛国精神
を喚起することで ｢国民｣としての一体性を創出し､共和制を不断に安
定化させることが､フェリーの意図であった｡その意味では､フェリー
が教師に厳密な中立性を要求していたと考えることは難しいであろう｡
こうした公民教育の観念は､特に1970年代以降､その衰退が顕著になる｡
この点につき､クリスチャン･ニク (ChristianNique)とクロード･ル
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リエーヴルは､概略以下のように指摘している(17)0
フェリー 的な公民教育は､教師自身による共和制支持の態度に立脚し
ていた｡その結果､公民教育は､彼らの精神状態如何で多かれ少なかれ
動態的なものとなるはずであった｡この点で､1968年以後､教師 (特に
若手の教師)の間で､公民教育への熱意の衰退 ･喪失の兆候が現れ始め
る｡彼らは個人主義的な道徳の普及には熱心であるが､愛国主義への堤
解 ･関心は次第に減少してゆく｡教師の精神においては､国民統合を創
出し持続させるものとしての学校の位置づけが､ますます希薄化する0
この現象は､1975年のアビ改革における決定で強められる｡アビは､中
等教育課程の公民教育を廃止し､初等教育における｢目覚まし活動｣(情
操開発活動)にそれを解消したのである(18)｡彼は､教育システムは常に
｢市民を育成する｣ことを任務とするが､そのために特別な教育を準備
する必要はない､と考える｡彼にとって､市民を育成することは､彼が
祖国を知り愛するよう教えることではない｡それは単に､共同体で生き
ること､その近隣者と良好な関係を保つ.ことを彼に教えることにすぎな
い｡アビにとって重要なのは､公民教育を特別に行うことではなく､共
同体での生活を生徒に実践させることである.それは､大統領ジスカー
ル･デスタン (Giscardd'Estaing)がフランスで確立しようとする自由
主義的な体制を強固ならしめるべく､自由主義的な諸価値の染み込んだ
精神の清糞を目指す営みであった｡
〔ⅠⅠ〕ミッテラン時代のフランス教育
i)サヴァリー 法案をめぐる学校紛争(19)
1981年5月､社会党のミッテラン (Mitterrand)が､保守中道の現職
ジスカール ･デスタンを破って大統領に就任する｡第5共和制の下で初
めて誕生した左翼の大統領である｡ところで､大統領選挙の際のミッチ
ランの選挙公約の中に､｢国民教育の統一された非宗教的な大公役務｣
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(grandservicepublicunifiをetla･1quedel'豆ducationnationale)の創
設が含まれていた｡選挙では大きな争点とはならなかったが､ライシチ
に執着するフランス左翼の伝統を受け継ぐ内容をもっていた｡左翼は､
ドプレ法で樹立された体制を修正して､このプログラムの実現を図ろう
とするが､国民は私学への補助金支出に馴染んでおり､厳格にライシチ
を貫くことへの支持は年々減少していた｡国民教育相のアラン｡サヴァ
リー (AlainSavary)は､無用な教育紛争を避けるために､ライシテ支
持派および私教育の支持者 (特にカトリック)と慎重に交渉を重ねた｡
その結果､私教育の支持者の間で､公役務たる公教育に私教育を統合す
るというプランへの反対が強いことが判明したため､それを放棄して両
者の漸進的な接近と調和を図る方向へと方針が転換される｡
1984年4月18日に閣議決定されたサヴァリー法案(20)は､その方針に従
い､教育の自由を認め､公立-私立学校を法的に統一するのではなく､漸
進的に両者を近づけるための措置を規定する｡サヴァリー は､あらかじ
めカトリック司教団と交渉し､法案へのおおよその同意を得ていた｡し
かし､果たしてライシテ支持派から､カトリックに対する政府の譲歩に
不満が示され､国民議会での審議において､学校の二元的システムの解
消を主張する非宗教運動全国委員会(CNAL)(21)の着想した修正案が､社
会党の多数派の賛成を得て可決された｡これはカトリックの反発を招き､
サグァリー法案の撤回を要求する､100万人を集めた大抗議集会がパリで
開かれた.結局､ミッテランが独断で法案を撤回し､サヴァリーは辞任､
政府も総辞職した｡
このサヴァリー法案をめぐるフランス社会の動きをどう見るか｡ライ
シテをめぐる伝統的な対立の根強さが浮き彫りになったものという図式
化は､おそらく妥当ではあるまい.この点につき､少々長い引用になろ
が､アントワ-ヌ･プロストの見方を紹介しよう｡
｢地方によっては､宗教的な理由が関係したであろう｡しかし､そ
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れは全体的に見れば決定的なものではなかった｡宗教はもはやフラン
ス社会でかつてと同様の役割を果たすものではない｡1986年､日曜の
ミサにきちんと出席するのは､フランス人のわずか11%にすぎない0
また､生徒のうちの16%が私教育施設に通学しているだけである｡し
かし､〔世論調査によれば〕フランス人の半数以上がサヴァリー法に反
対した｡明らかに､宗教的信条をもたない多数のフランス人が､自分
の子どもを入れていない学校を支持したのである｡公教育の生徒の親
のうち､47%が当該法案に不同意であった｡逆に､子どもを私教育に
委ねている親がそれと同様の態度をとるのは､宗教的な理由からでは
なかった｡--もはや､カトリックが自己の信仰を守るために立ち上
がるというのではない｡
実のところ､まさに親が自分の子どもの将来を擁護するのである｡
1982年4月の調査は､この点で雄弁である｡公教育の生徒の親のうち
85%が､子どもが通う教育施設の選択可能性に好意的であり､58%が
私教育のうちに頼りにできる可能性を兄いだしている｡ --第5共和
制の諸改革によって､教育システムは､その秘密を知らない人々にと
っては冷厳な､巨大などュ一口クラシーとなった.部門化と進路指導
は､この初等学校､次いでこのコレージュ､さらには､多かれ少なか
れ魅力的な就職口のあるこんなセクションへというふうに､子どもの
割り振りをその親に強制するのである｡リジッドで拘束的なシステム
に多くの親が不満を抱いている｡そのとき私立学校は､〔親から〕拒否
される割り振りまたは進路指導に対して､第2の機会の､より良く頼
れる､また､往々にして唯一の学校となる｡-- 教育ビューロクラシ
ーによって引き起こされ拡散し､当時の反国家的なリベラリスムによ
って増幅された不満は､〔この事件で〕脅かされることはなかった教育
の自由に好意的な群衆を動員した本質的な理由を説明するものである0
これは規制緩和 (derをglementation)への要求であった.｣ (22)
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ここでは､学校が生徒の選別強化装置として機能していることへの不
満が､私学の独自性を擁護する国民の要求の背景にあることが分かる0
この点で､1980年代から現在にかけてなお､教育の ｢平等｣を実現する
ための教育制度改革が進んでいる｡特に､｢すべての子どもが成功する学
校｣を掲げ､子どもの能力の多様性に即した教育を目指すと同時に､舵
力評価の尺度を画一化せずに平等を追求しようとする1989年の教育基本
法の理念が注目されている(23)｡
さて､1984年にサグァリー によってもたらされた紛争の鎮静化は､後
任のシュヴェ十ヌマン (Chevenement)によりもたらされる. ゲルムー
ル法の部分的廃止により､｢当初のドゥブレ法の枠組みに立ち帰｣る立法
措置が講じられるのである(24)｡第3共和制では反教権主義のイデオロギ
ーとして用いられたライシテの概念も､第4･第5共和制の下で､かよ
うな性格をますます弱めている｡そもそも､左右両翼の分界線としての
反教権主義イデオロギーという位置づけそのものが､もはや現代のフラ
ンスでは通用力を失っているようである｡第3共和制での主戦場であっ
た学校教育もまた､その例外ではないように見える(2㌔ 今や､公教育の
ライシテは､1989年に顕在化した､公立学校でのイスラム教徒の生徒に
よるスカーフ着用 (つまり､公教育施設における宗教的帰属を示す標章
の着用)問題のように､｢文化多元主義｣｢異質との共存｣｢差異への権利｣
の主張と､｢単一不可分の非宗教的な共和国｣という定式に現れた｢フラ
ンス的例外｣とのせめぎ合いという形で問題化している(26)0
i)公民教育の復興?
ジスカール ･デスタン体制で衰退した公民教育は､1981年の左翼政権
の発足で蘇生するように見える｡左翼は､学校が市民の育成という任杏
を再び遂行するよう努力する｡社会党の中で､共和主義的諸価値を復活
させる必要性を最も強く主張する人物であるシュヴェ-ヌマンは､1･984
年に国民教育相に就任すると､1975年のアビ改革で廃止された公民教育
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の再建に乗り出すのである｡もっとも､フェリーの着想したこの公民敬
育を ｢復興｣するという意思は､教師の側の熱意を引き出すことができ
ず､十分な結果をもたらせなかった｡しかし､1970年代末に確認された
公民精神への無関心は､もはやそれほど強くない｡経済危機の存続や失
業問題､極右の台頭などの要因は､市民的な連帯 ･統一性 ･義務の観念
に再び意味を与えた｡公民教育の正当性は揺るぎないもののように見え
る｡しかし､問題は､それを理解する方法に関するコンセンサスが存荏
しないという点にある､と､ニクとルリエーヴルは指摘する(27)0
彼らが示唆するように(28)､現在の公民教育において､第3共和制期の
ように､剥き出しの愛国主義的イデオロギーの宣揚や､｢文明化｣を先導
するフランスの｢使命｣の唱導(29)が､再び現れる可能性は少ないだろう｡
その意味では､フェリー の共和制と現代の共和制とは､少なくともその
かぎりにおいて絶縁しているであろう｡しかし､その一方で､｢共和制は､
それ自体､それが容易ならしめ､かつその構成員に与えるところの教育
から創出されるのである｡共和制は､教育をするかしないかのいずれか
である｣(30)との摘楠があるoこれは､｢教育者たる国家｣のフェリー 的観
念を旧時代の遺物とする思考へのアンチテーゼなのだろうか｡幾分か哩
想化されたフェリー 的な共和主義的教育モデルは､現代でも基本的な哩
念として過されることがあるように見える(31)｡共和制を共和制たらしめ
るものこそが､その教育機能であるとすれば､フェリー の観念はこれか
らも信仰され続けるのかもしれない｡
ii)中央集権化の終鷺
ミッテラン政権は､国有化など重要な課題を掲げて改革を推進してき
たが､中でも政権発足以来､着実に進められてきた分権化(d6centralisation)
改革(32)が重要である｡それは､｢単∵不可分の共和制｣のジャコバン主義
的理念に底礎され､地方制度を画一化し中央集権化を進めてきた(3)フラ
ンスにとって､重大な方向転換であった｡公教育体制も分権化の例外で
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はない. 7月王制下､ギゾ一によって国家支配の刻印を深く刻み込まれ
た教育制度は､以後､一貫して教育支配を継続する.もちろんフェリー
も､その意思を共有する｡学校教育を共和制以外の他者の手に委ねれば､
体制に敵対的な諸価値を伝達するために学校が使われる､とフェリー は
考えた｡教会の影響と社会主義の影響とを回避する唯一の手段が､共和
主義国家に学校の指導を委ねることにあった｡したがって､｢中央集権化
は､共和制の学校の創設の本質的な条件なのである｣(34)0
しかし､中央集権的な教育体制は､1982年から始められる分権化によ
って動揺させられるようになる｡ここに1つのアポリアが生じた｡社会
党政府は､地方分権による公役務の活性化をもくろんでいたが､国民教
育をトー タルに分権化することは難しい｡なぜなら､憲法は ｢すべての
段階での無償かつ非宗教的な公教育の組織化は､国の責務である｣こと
を確認しているし､また､社会党政府は､学校の前の市民の平等を消演
させることを望んではいないからである｡分権化と国家による国民教育
への配慮とを両立させるため､政府は､国家が教育の公役務について責
任を負うことを前提に､国家と自治体との間での新たな権限分配を実施
した(35)｡また､分権化と同時に､教育施設に対する国家の教育的な後見
監督(tutele)が緩和される｡なるほど､教育施設は従来通り全国的な教
育目標と教授要目(programmes)に服するが､目標への到達や教授要目
の活用に関する方法については広汎な自律性を付与されるのである｡｢国
家は変わらず到達すべき進路を決定するが､もはや､各教師がなすべき
ことを国家自身が規定する必要があるとは考えない｡国家は､その教育
機能の一部を放棄した｡諸教育施設に付与された教育的自律性は､明ら
かに､フェリー 時代の終蔦を特徴づけている｣(36)0
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コレージュ･ド･フランス教授のポール･ランジュヴァンが委員長を務め､そ
の死後､同じくコレージュ･ド･フランス教授のアンリ･ワロンが後任を務め
た｡同案は1947年6月､国民教育相に提出された｡
(4)Frost,op.°it.,pp.420-421.
(5)この部分は､ランジュヴァン-ワロン案が｢新教育｣運動の流れに属するもので
あることを示している｡ランジュヴァンは ｢新教育｣の熱心な協力者だった｡
｢新教育｣については､例えば､堀尾輝久二兼子仁･教育と人権 (岩波書店･1977
年)47貢以下 〔堀尾輝久執筆〕を参照｡
(6)1958年5月､アルジェリアで現地軍を中心とする勢力がクーデタを起こした｡
事態収拾のためにコテイ(Coty)大統領がドゴールを首相に任命し､同年6月
3日の憲法的法律により､政府は憲法等案作成の権限を付与された｡9月の人
民投票の結果､可決されたのが､1958年10月4日憲法 (第5共和制憲法)であ
るoこの憲法は､ドゴールの構想にもとづいて､大統領権限を強化し議会権限
を制約する構造をもっていた｡同憲法の正文については､Duverger,M.,Constitutions
etdocumentspolitiques,12eed.,Paris,P.U.F.,1989,p.259を参照.
(7)アビ改革に至る第5共和制における教育改革については､原田種雄ほか編′現
代フランスの教育 (早大出版部 ･1988年)､Lelievre,op.°it.,p.173ets.など
を参照｡なお､アビ自身による改革の回想録として､村田晃治訳･若きフラン
ス人のための戦い (東信堂出版 ･1989年)がある｡
(8)この点につき､詳しくは､藤井佐知子 ｢教育と選抜制度｣原輝史-宮島喬編･フ
ランスの社会 (早大出版部 ･1993年)110貢を参照｡
(9)私立学校への補助金支出の問題について注意すべき点は､｢第1に､補助金交付
の対象についていえば､中等教育や高等教育に対する公的助成は自由に行われ､
とくに問題視されるのは初等教育に対するそれである｣こと､｢第2に､公的助
成の主体に関しては､地方自治体 (県･市町村)による助成は厳格に禁止され
てきた点で､国によるそれは､時代とともに変化していること｣である｡大石･
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前掲､77貢｡
(10)この法律は､私教育施設の生徒が国費の奨学金を受給することを認めるもので
ある｡AlaireetFrank,op.°it.,pp.811-812,
(ll)この法律は､公立･私立を問わず初等学校に通う生徒のいる家庭に援助金を支
払うことを内容とするものである｡ibid.,pp.812-813.
(12)Ibid.,p.813ets.その内容については､大石 ･前掲､78貢以下も参照Oドプレ
が､｢公立学校には公的資金を､私立学校には私的資金を｣と.いうスローガンに
示された公立=私立の二元的制度の原理を変更した背景には､増大する教育人口
の受け入れに私学を協力させるという目的があったが､それは､｢私教育は､フ
ェリー 時代とは異なり､もはや共和制にとって危険なものではない｣という認
識に裏打ちされていた｡NiqueetLeliとvre,op.°it.,p.205.
(13)他方で､社会主義者は､国家の教育独占を要求する立場から､私立学校の｢固
有の性質｣を認める法案に反対する｡ibid.,p.206.
(14)｢1981年までに､1万校にものぼるカトリック系学校の98%が契約を結んだが､
そのうち小学校の71%が 『単純契約』･-t･を､他方､中学校の99%が 『協同契
約』を締結した｣(J.E.S.ヘイワード著･川崎信文ほか訳･フランス政治百科(下〉
〔勤革書房 ･1987年〕335貢)｡
(15)AlaireetFrank,op.cit.,pp.818-820.
(16)Ibid.,pp.820-821.
(17)NiqueetLeliをvre,op.cit.,pp.211-214.
(18)教師の多くは､公民教育の廃止に反対しない｡｢彼らにはそれを受け入れる別の
理由があった｡すなわち､彼らが､1968年以来前進している個人主義的･快楽
主義的な諸価値への同調をますます強めていること､消費者挙動を社会生活の
本質とする 『消費社会』の諸価値によって彼ら自身が捉えられていること､彼
らが拡大しつつある平和主義運動に敏感であること､である｣｡ibidリp.215.
(19)この間題については､Visse,JrP.,Laquestionscolaire1975-1984,邑volution
etpermanence,Lile,PressesUniversitairesduSeptentrion,1995;Frost,
A.,宜ducation,soci6t6etpolitiques,unehistoiredel'enseignementen
Francede1945amosjours,Paris,Seuil,1992,p.169ets.が詳しいO
(20)AlaireetFrank,op.°it.,p.821ets.
(21)CNALは､Comit芭nationald'actionla'lqueの略oこの非宗教運動全国委員
会は､1950年代初頭の私学補助問題の際に結成され､全国教育連盟や公立学校
の生徒の父母会議全国連盟､全国教員組合､教育連盟などを結集していた｡cf.
Bedouele,G.etCosta,J.-P.,Lesla'1cit芭saIafranGaise,Paris,P.U.F.,1998,
p.95.なお､フランスにおける父母団体の組織･活動等については､小野田正利･
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教育参加と民主制-フランスにおける教育審議機関に関する研究-(風間書房｡
1996年)257貢以下が詳しい｡
(22)Prost,豆ducation,societさetpolitiques,pp.172-173.なお､渡辺ほか ･前掲､
220頁も参照｡
(23)参照､藤井佐知子 ｢戦後教育政策におけるジョスパン改革の位置と意義｣小林
順子編･21世紀を展望するフランス教育改革 (東信堂･1997年)79貢以下｡1989
年教育基本法 (Lo主d'orientationsurl'education)は､この法律を成立させた
国民教育相リオネル･ジョスパン (LionelJospin)の名前を冠して ｢ジョスパ
ン法｣と呼ばれる｡ジョスパン法に関する総合的な研究として､上記 陀1世紀
を展望するフランス教育改革』は特に重要である｡なお､ジョスパン法におけ
る機会均等の理念の位置づげをめぐり､同書に掲載された高津芳則 ｢第 3共和
制公教育理念と現代フランス教育改革｣は､｢現代の体制イデオロギーとしての
『教育の機会均等』理念ではないだろうか｣(58貢)とする｡
(24)大石 ･前掲､80貫｡
(25)もっとも､1993年に､初等･中等教育の私学に対する公的補助に制限を設けて
いた1850年法 (フアルー法)の規定 (69条)を廃止する法案が上下両院で可決
されたため､ これに反対する公立学校の教師や父母が､全国規模でデモやスト
ライキなどの抗議行動を行うという事件が起きた｡法律の憲法適合性を事前審
査する意法院 (Conseilconstitutionnel)は､1994年1月､フアルー法の規定
を廃止する法律の主要な部分につき､平等原理を侵すものであるなどとして違
憲の判断を下した｡なお､この判決に関しては､Luchaire,Fr,"L'abrogation
delaloiFalouxdevantlejugeconstitutionnel",Revuedudroitpublic,
1994,p.609ets.,小泉洋一 ｢フランスにおける教育と宗教に関する法的問題-
1990年以降の判例-｣甲南法学37巻4号 (1997年)126-127貢を参照｡
(26)この間題につき､樋口陽一 ･近代国民国家の意法構造 (東大出版会 ･1994年)
123-124貢は､次のように図式化して説明する.｢F一にして不可分の共和国』
という憲法自身による定義のもとで､しかし多民族･多文化を統合する働きを
学校に求めつづけようとするとき､『原理主義(1'integrisme)を統合(int6grer)
することはできない』として排除に傾かざるをえない一方で､『学校という統合
的社会からの排除はかえって原理主義の勢力に論拠を与えることになる』､とい
うデイレンマに直面する｡こうして､『良心の表明への寛容の点で開放性のより
少ない』--･フランスの 『国民国家､ライックな国家､公立学校』という考え
方を維持するのか､『宗教的多元主義の枠組での寛容という現代的な主張射こよ
り傾いてゆくのか､いま分岐点にある｣｡なお､この間題に関するコンセイユ･
デタの判例を検討する小泉 ･前掲､129頁以下も参照｡
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(27)NiqueetLeliさvre,op.cit.,p.215ets.
(28)Ibidりp.220.
(29)この点については､例えば､菅原聖書 ｢フランス植民地思想の形成とナショナ
リズム (上)｣法学 (東北大学)46巻4号 (1982年)20貢､平野千束子 ｢フラン
スにおける学校教育と植民地問題一第3共和政前期の教科書をめぐって-｣ユ
ステイティア2 (ミネルヴァ書房 ･1991年)175貢などを参照｡
.■
(30)Nicolet,C.,LaRをpubliqueenFrance,Etatdeslieux,Paris,Seuil,1992,p.
63.
(31)｢フランスの共和制は､その確立と永続化の手段として学校を築いたのである｡
共和制は､そうして自ら伝え教育することをその主要な任務の1つとした｡今
日でも共和制は､それを忘れることはできないだろう｡1985年の通達には次の
ように明記されていた｡F学校生活およびそこで与えられる教育において､文明
化された民主的な社会の基礎をなす諸徳性が陶冶される』｡その徳性として､『真
理の探究および人間理性への信頼』『自由･平等･友愛への愛着と漉じり合うフ
ランスへの愛』が挙げられた｣｡Frelat-Kahn,B.,Lesavoir,1'ecoleetla
democratie,Paris,C.N.D.P./Hachette,1996,p.13.
(32)分権化については､大津浩｢フランス地方分権制と単一国主義｣宮島育-梶田草
道編 ･現代ヨーロッパの地域と国家 (有倍堂 ･1988年)44貢､大山礼子 ｢地方
自治と分権化改革｣奥島孝康-中村紘一編･フランスの救治 (早大出版部･1993
年)82貢､同 ｢フランスの地方制度改革一分権化とデモクラシー ｣ー公法研究
56号 (1994年)91貢などを参照｡
(33) ｢フランスでは､国家はなんとかしてひとたび絶対主義化に成功すると､最高
権力の地位を守るにいたったoi-グ･カペ-からルイ14世まで､またフラン
ス革命からナポレオン3世それからドゴール体制まで､国家は絶えず市民社会
に対する支配を拡大し､自己の自律化を進め､そしてついに全周辺の支配に適
した巨大な閉鎖的行政機構を築き上げた｣(バディニビルンボーム著･小山勉訳･
国家の歴史社会学 〔日本経済評論社 ･1990年〕173貢)0
(34)NiqueetLelievre,op.°it.,p,222.
(35)この点については､小橋佐知子 ｢フランスの (新権限配分法)下における教育
行政の分権化志向｣日本教育行政学会年報12号 (1986年)220貢､ibidリpp.223
-224;Leliさvre,op.°it.,p.218ets.を参照｡
(36)NiqueetLelievre,op.cit.,pp.224-225.
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第7章 結 請
〔Ⅰ〕フランスにおける国家と教育
i)国民国家と教育
西欧の近代国家は､ある一定領域を国境で閉鎖し､その領域内に存荏
する住民を囲い込み､国家の内部的な一体性を確保することで､対外的･
対内的に独立 ･最高の権力である国家主権を確立した｡国家に囲い込ま
れた､しばしば複数の民族は､近代国家による多様な ｢国民化｣政策を
通じて ｢国民｣(nation)としてのアイデンティティ (ナシ●ヨナル･アイ
デンティティ)を注入され､｢国民国家｣という｢想像の共同体｣(B.ア
ンダーソン)を構成するものとなる.｢国民がナショナl)ズムを創るので
はなく､ナショナリズムが国民を創る｣(1)と言われるように､｢国民｣形成
はナショナリズムの鼓吹∴滴糞を通じて高められるが､その際に最も威
力を発揮したのが学校 (教育)制度である｡換言すれば､教育制度の整
備は国家形成の重要かつ不可欠な条件である｡そのために､文字通り｢国
民教育｣制度が国家の手によって創出されることになる｡｢国民教育は､
統合の強力なエンジンであり､地方を国に､特殊を一般に同化する役割
を果たした｣(2)0 ｢国民国家｣の形成を促進する要因は多様であるが､フラ
ンスの場合､1789年の革命が決定的なインパクトを与えた｡革命以後､
国民教育制度の創出が不可欠な政治課題とされて以来､フランスではほ
ぼ一貫して､国民教育観度の整備が政治問題化し､俄烈な政治闘争を招
いた.そこには､その時々の国家による､レジーム (体制)の存立を保
障するという意思､または､革命によって創出された ｢国民国家｣の完
成への意思が存在していた｡
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i)フランス革命期の国家と教育
フランスは､革命を通じて政治的な民主化を図ると同時に､中間団体
を破壊して個人を解放した｡そのとき､原子化した諸個人を､国家の支
配的イデオロギーによって社会的に統合する必要が生じる｡国民教育の
創設がそれに解決を与える｡それは､アンシャン･レジームの支配的な
イデオロギー装置であったカトリック教会とその学校から､教育のヘゲ
モニーを奪う作業とパラレルである｡共和主義者たちは､聖職者からの
教育権剥奪や､私教育の監督の厳格化などを構想することになる｡また､
国民統合のための価値理念として､タレイランは憲法に着冒した｡自由
主義思想の持ち主であるコンドルセも､｢祭典｣の国民教化機能を重視し
ていた｡ジロンド派公会期には､市民を有徳な ｢公民｣たらしめる ｢義
務教育-共通教育｣の意義が強調された｡モンタ-ニュ派公会期のルベ
ルチエ計画案審議の際や､総裁政府期の立法府での議論でも､それが局
られた｡他方で､立法 ･教育政策のレベルでは､モンタ一二ュ派公会期
において､教師に対する ｢公民精神証明書および良俗証明書｣取得の義
務づけ (ブキエ法)､｢人権､憲法､英雄的かつ高潔な諸行為｣を内容と
する公定教科書の使用義務 (ブキエ法)､｢共和主義道徳｣の喚起 (ドヌ
ー法)を指摘できる｡また､総裁政府期には､共和暦6年ブリュメール27
冒 (1797年11月17日)のアレテが､公職就任の際の要件として公立学校
への就学を規定し､同年プリュヴイオ-ズ17日 (1798年2月5日)のア
レテが､私立の教育施設に対する監督を強化していた｡
ii)ナポレオンの教育装置
フランス革命の諸懸案に解決を与え､アンシャン･レジームに終止符
を打ったのは､ナポレオン･ボナパルトである｡ナポレオンは､ユニヴ
ェルシテ･アンペリアルを創設して教育の ｢独占｣を図るという手法を
とった｡ナポレオンのユニヴェルシテ独占は､私立学校を廃止するので
はなく､国家的な機関であるユニヴェルシテに統合するものである｡こ
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の独占は､教育施設の開設を事前の許可にかからしめるものであった0
学校の開設を望む者は､事前に教育の許可をユニヴェルシテから取得し
なければならない｡ここには ｢自由｣の介在する余地はない｡ユニヴェ
ルシテの主要な要素である､中等教育施設のリセとコレージュは､軍隊
的な規律に支配されており､その教育方法や教育内容は画一化され､さ
らに､帝制の宣揚を教育の基礎においていた｡そこには､ナポレオンの
教育システムの全体主義的な特性が現れている｡｢ナポレオンに独占の解
決を決意させたのは､･-･政治的なコンフォーミスムへの関心であり､
教育を権力に仕える道具にする意思である｣(3)｡ユニヴェルシテは､体制
保障のための強力なイデオロギー装置であった｡ナポレオンは､フラン
ス革命期の共和主義者たちが､その政治目的を教育制度を通じて貫徹さ
せようとした行き方を､言わば極限的な形にまで純化したと言えるだろ
う｡その意味で､ユニヴェルシテは､革命期に (そしてその前夜から)
追求された政治目的の､極端ではあるが､1つの具体的な制度的実現に
はかならない｡
iv)カトリック教会と国家
復古王制は､ユニヴェルシテを維持し､それを体制支配のための制皮
装置にしようとした｡ところで､第1帝制から復古王制の末期に至るま
で､カトリックは ｢教育の自由｣をあえて求めなかった｡彼らは実質的
にそれを享受していたからである0第1帝制下では､ユニヴェルシテは
教権的に編成されていた｡それは､ナポレオンにとって､宗教の利用可
能性を認めたうえでの戦略によるものであった｡復古王制の場合は､体
制そのも`のの教権的な性格の投影であった｡復古王制におけるユニヴェ
ルシテの維持は､国家のためであると同時に､教会のために行われた0
7月王制期には､独占が部分的に解除される｡これは､7月王制の自由
主義的な性格の反映であり､リベローとカトリックによる｢教育の自由｣
要求運動の結果でもある｡しかし､教育制度化への国家の配慮が放棄さ
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れるわけではない｡ギゾ-は､多様な分裂の契機を内包していた国家を
統合し､統一された社会秩序と普遍的な体制価値を維持するために､敬
育を利用する｡1833年法 (ギゾ一法)は､｢初等教育の自由｣を樹立する
が､しかし総体としては､自由を認めるものというよりはむしろ､国衣
干渉の論理を貫くものであった.1850年法 (フアルー法)にもとづく教
育体制においては､宗教のみが社会を防衛するとの確信の下で､教会の
特権的な立場が決定的なものとされたかに見えた｡しかし､それは帝刺
国家の利益と合致する範囲で認められたにすぎず､皇帝ルイ-ナポレオン
には､教会に教育権力を全面的に委譲する考えはなかった｡｢国家は常に
教育指導を牛耳り続けた｣(4)0
Ⅴ)19世紀の ｢教育の自由｣
ナポレオン独占以降の国家支配に反対する教会勢力を中心とした ｢敬
育の自由｣の要求については､次のような指摘がある｡｢私教育の自由に
帰着した 〔教育の自由の〕要求は､公教育の隷属に反対するものではな
かった｡--･まさに､公教育に自由が取り入れられたとき､カトリック
の運動が激しく行われたのは､教師がもはや自分の言動に気を配らず､
教会の教義に同調しなかった学校に､自分の子どもを通わせない権利を
保有するためであった｡---教育の自由が要求されたのは､教育におけ
る自由に反対してのことであり､かつ､教育の自由を抑制するためには
かならなかった｣(5)O｢教会または教会に由来する同業者団体の〔教育に対
する〕独占的な特権｣が､革命によって破壊された ｢国々では､･･･- 敬
育の自由は､その 〔教育〕.独占が破壊されたか､または脅かされた人々
によって要求された｡自由の外見の下で､本質的には権限がかかわって
いた｡互いに争われていたものは､教育する観念的な権利ではなく､す
べての段階の若者の教育をほぼ完全に支配することを可能ならしめる強
力な組織であった｡すべての自由の公然たる反対者によって､非常に高
圧的に､また往々にして非常に雄弁に要求された教育の自由とは､国衣
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と対等になり､さらには国家になり代わり､対等性の名において紛れも
ない特権を維持し､教会の時代遅れの諸特権を既得権の口実の下で永続
させる自由であった｣(6)｡要するに､19世紀における｢教育の自由｣要求
は､｢教育における自由｣を求めるものではなく､カトリック教会による
特権の獲得を目指すものであった｡国家の教育関与を斥け ｢自治として
の自由｣を獲得すること､つまり､国家権力から逃れることをその本冒
としていたのである(7)0
vi)近代公教育制度の成立
カトリック中心主義の立場からは､ナショナル ･アイデンティティの
基礎となるのはカトリシスムであり､それを擁護するものは教会である｡
統合理念としてのカトリシスムを普及させるために､教会は教育シスチ
ムをその支配下に置くべきである､ということになる(8)｡しかし､宗教は
｢近代的な国民性の確立に十分な基礎を提供することはできない｣(9)と考
えられ､実際にも､教会の教育支配を特権化するフアルー法体制の下で､
｢国民｣形成は犠牲にされた｡第3共和制は､それゆえ､国民国家の確
立と共和制の定着を課題とすることになる｡ジュール ･フェリーの主導
で､教会の福音書に代わり､共和主義国家の新しい支配的価値理念を強
行するために､国民教育制度の創設を図るのである(10)｡フェリー 教育改
革で樹立された公教育の基本原理 (｢義務 ･無償 ･ライシテ｣)には､国
家の論理が内蔵されている｡義務制によって､共和制の学校への就学を
促進し､無償制によって､国家による公教育の掌握力を強化することが
目指された｡ライシテは､一方で､親および教師の良心の自由に配慮す
るものであるが､他方で､従来､宗教教育とセットになっていた道徳敬
育を非宗教化して国家の専管事項とし､｢道徳の教師｣たる国家の地位を
確立した｡｢フェリー と当時の共和主義者の精神においては､ライシテと
は､もはや単に--『諸宗教の間の中立な国家』であるばかりではない｡
それはまた､新しい教理大全､すなわち､カトリックのクレドに取って
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代わるべき道徳である｣(ll)｡さらに､市民を形成して､国家に対するその
忠誠と政治参加を促進するために公民教育を設け､また､教育装置を全
面的に国家が掌撞するために必要な教育行政の中央集権化を強化するこ
とで､共和主義国家は ｢教育国家｣としての地歩を固めた(12)0
vi) ｢フランス的教育モデル｣の危機?
樋口陽一(13)によれば､フランスの近代国家は､解放された諸個人と集
権的国家が対時する二極構造モデルで示される典型的な国民国家として､
｢ルソー-ジャコバン型｣国家と名付けられる｡｢ルソー=ジャコバン型｣
国家モデルは､中央集権的な議会中心主義の構造をとるものであるが､
1980年代における憲法院による違憲審査の活性化と地方分権化政策の展
開を通じて変容を遂げつつある｡すなわち､違憲審査制の活性化による
権利保障と地方分権システム､自発的結社の積極的容認を基礎とした多
元主義的国家モデル (｢トクヴィル=アメリカ型｣国家)への変容である｡
これは､｢フランスの例外性の終り｣を示すものとして捉えられることが
ある(14)｡そうした国家モデルの変容は､中央集権化を通じて公共性を独
占し市民社会から自律した国家が､自ら教育の主宰者として公教育制皮
を創設し､共和主義的価値理念の普及を図るという形で図式化される(15)､
フランス近代の公教育モデルのありようと無線ではない｡
既に述べたように､フランス国民教育制度の最も普遍的な特性である
中央集権的構造は､ミッテラン政権下での地方分権改革によって大幅に
修正されている｡ また､ヨーロッパ統合の動きは､絶対的な国家主権に
依拠する伝統的な国民国家モデルを不可逆的に相対化するものであるか
ら､普遍主義的理念を標樺して卓越した同化 ･統合機能を営む共和主義
的学校モデル(16)も変化せざるをえない｡特に､外国人 (移民)の子ども
の教育(17)をめぐっては､｢相違への権利｣(droitaIadiference)概念を
機軸とした多文化主義的モデルが強調され､原理 ･理念を機軸とした同
化 ･統合を志向するフランス的教育モデルは､否定的に捉えられる傾向
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がある｡さらに､イスラム系移民の子女のスカーフ着用問題においては､
信教の自由と文化的独自性を尊重するか､それとも､公立学校における
ライシテの貫徹､すなわち､教育の公共性を強調する共和主義国家によ
る価値の強行を認めるかで､対立が生じている｡
このように､フランス的教育モデルを取り巻く状況は厳しい｡共和刺
の役割を減少させることで共和主義的な学校の見直しを迫る､多元的で
自由主義的な教育システムが志向されているように見える(18)｡しかし､
あくまでフランスモデルに執着する見解も根強い｡クロード･ルリエー
ヴルは､次のように述べている｡｢フランスの学校､『フランス風の』学
校は､深刻な危機にある｡というのも､その基盤それ自体､すなわち､
公的空間と私的空間の必要な区別が､もはや明瞭に理解されず､非常に
不安定になっているからである｡フランスの学校は何よりも､共和主義
国家とその論理に従属するのであって､市民社会と特殊利益の考慮に舵
するのではない｡フランスは､その明示的な憲法的定義において､不可
分の非宗教的な共和制である｡この定義はなるほど例外的であるが､そ
れはまさに 『フランス的例外』をなしている｣(19)0
〔ⅠⅠ〕日本の学説における諸問題
i)フランス教育史の捉え方
繰り返しになるが､フランス革命が中間団体を破壊したことにより誕
生した集権国家は､公共性を独占し､一般的利害の唯一の体現者として
現れた｡強大な国家は､従来の社会的紐帯を失い分解状態にあった諸個
人を統合し､｢国民｣を生み出さねばならなかった｡そのため､行政機構
の中央集権化や言語 ･度量衡の統一と並んで､国民教育制度の創出が読
みられることになる｡しかし､革命期には成功しなかった｡教育制度の
整備は､革命を終わらせたナポレオンの手で行われる｡ユニヴェルシテ･
アンペリアルによる教育の国家独占である.1833年法 (ギゾ一法)は｢初
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等教育の自由｣を樹立するが､同時に､公役務としての公教育の組織化
を開始するものであった｡それは､国家による教育支配を目的とするも
のである｡そして､ギゾ-の垂業を完成させるのが､第3共和制のジュ
ール ･フェリーである.概略このように描かれる歴史は､教育法学の通
説とされる ｢19世紀の私教育法制から20世紀の公教育法制へ｣｢〔教育に
関する〕消極国家から積極国家へ｣という定式とは接合しない｡その意
味では､イギリスの ｢自由教育｣との対比で､フランスの教育を ｢国衣
教育｣と理解する内野正幸の認識(20)が妥当である｡ただし､フランスに
おいて共和制国家が公教育の事業主体として現れたことは､いわゆる｢国
家教育権｣説に見られるような､公教育における自由をトー タルに否定
する主張と結びつくわけではない｡
i)国家と ｢教育の自由｣
共和制国家が主宰する公教育と ｢教育の自由｣との緊張関係に留意す
る樋口陽一は､次のように述べる. ｢〔フランスの〕政教分離政策は､何
より､旧王党派的勢力と結びついていたカトリック勢力の影響力を駆逐
して共和制の理念にもとづく公教育をおし進めようとする､学校-教育
政策のかたちをとり､反 ･政教分離派は､親の 『教育の自由』を盾にと
ってそれに抵抗する｡この対抗図式のなかで､国家による共和制理念の
貫徹という旗じるしの方が､『教育の自由』の主張よりも､より "自由'
親和的シンボルであったことは､注意に値する｡一般に､欧米文化圏で
は､公教育の成立そのものが､国家からの･窮の (-宗教の)教育の自
由に対して､国家による･自由への強制という含意を強烈に含むものな
のであった｣(21)｡しかし､共和派による共和主義的価値理念の強制(-国
家干渉による自由の確保)は､必ずしも｢"自由"親和的｣であったとは
言えないだろう｡それは単純に国民教化の過程であったと見ることがで
きるし､急進的な共和主義者からは､｢国家理性の優越｣､｢親のものであ
る以前に共和制に属するものとしての子ども｣､そこから帰結される｢教
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育独占｣の主張が行われることがあった｡また､｢国家による文化の市場
への介入は､支配的な文化と価値観を少数派に強制する危険､それによ
って個人の自律の基盤となる多元的な自由市場そのものを破壊する危険
をはらむ｣(22)との指摘がある｡
ともあれ､樋口は､上記の認識を踏まえて､｢国民の教育権｣理論に内
在する問題性を次のように指摘する｡｢日本の多くの教育関係訴訟では､
『国民の教育権』-親や教師の教育の自由は､国家からの自由を本気で主
張するというよりは､『国家の教育権』の内実を国民によって充填しよう
という論理構造をもつものだった｡そこでは､親が彼自身の価値に従っ
て本当に公教育の理念から 『自由』.に子女に教育を施すべきかどうか､
が争点となっているのではなく､戦後公教育の理念から離れてゆく国に
かわって､親や教師がそれに代位しようとする構図がえがかれているの
である｡公教育の理念が親や教師の 『自由』という定式によって主張さ
れているために､場合によっては親の信念に反してまでも国家が 『自由
への強制』をつらぬく､という公教育の本質的性格が､いちじるしくあ
いまいになっている｣(23)｡共和主義教育モデルを擁護するクロード･ニコ
レ (ClaudeNicolet)は､私益の追求を本旨とする市民社会の諸要求は
公平なものではなく､それらは常に一般的 ･集団的な目的を特殊的 ･個
別的な利害に従属させるから不当であるが､そうだからこそ､公益の堰
一の体現者である国家だけが､公教育の組織化を行うべきものとなる､
と説く(24)｡樋口の議論も､公共性を独占し社会から自律した国家によう
て強行されるもの､というありようこそが ｢公教育｣の原型なのだ､と
の前提に立っている｡日本の問題は､｢近代国家が共通に前提とすべき普
遍的な価値理念に仕える公教育を支えるはずの公権力が､まだ成立して
いない｣(25)ことに求められる｡その結果､公教育の内実を充填する｢自由｣
ではなく､公教育に対抗するものとしての(親の)｢教育の自由｣(｢国家
からの自由｣)を選択するという行き方が示される(26)0
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ところで､｢国家からの自由｣の強調だけでは､国家によって強行され
る公教育の内実は明らかにならないが､｢国家からの自由｣という選択の
裏には､国民が真に政治権力を支配することにより公共性を創出する可
能性が理論的にはセットされていると読める｡その場合､最終的には多
数決の方式によって生み出される政治的決定よりも､高度に専門化した
行政機構において策定される教育計画の方が､より公共性の内容(公益)
に合致するとの想定も可能であろう｡いずれにせよ､国家の公共性の徹
底を通じて公教育の質を向上させるという戦略も考えられる｡しかし､
それは常にある種の危うさを伴うであろう｡なぜなら､高度の公益を代
表するという建前の下で､国家権力は自動的に肥大化する可能性があり､
その結果､国家権力の介入の限界が常に暖味なものとなる恐れがあるか
らである. そもそも､一定の教育内容を担保することが国家の自明の任
務とするなら､その限界の問題は生じない｡しかし､国家権力の介入の
限界が劃定されるとすれば､その場合は､国家の将外での､個々の国氏
(市民)による自発的･自律的な参加を通じての非国家的な公共性の創
出が構想されなければならないであろう｡
樋口説の意義は､おそらく､従来､公教育の枠内でのみ論じられてい
た教育の自由が､原理的には公教育と対抗関係に立ちうるものであるこ
とに注意を喚起した点にある｡しかし､疑問がないわけではない｡例え
ば､その公教育モデルを支える歴史的事実の点で､本当に国家は親の自
由を抑圧してまでも ｢自由｣の強制を貫いたのか (貫こうとしたのか)
という疑問がある｡フランスにおいて近代公教育制度が成立した際には､
親の教育の自由に配慮する措置が講じられたし､義務教育制も就学を強
制しなかったはずである｡また､ルソー=ジャコバン型国家モデルの選択
を通して､国家の公共性の徹底に公教育の本質的性格が投影されるが､
日本の現状の変革を展望しうるような新しい公教育モデルが示されてい
ないために､ジャコバン的イデオロギーの (危険な)枠のみが強調され
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る結果となっている｡確かに､樋口説が指摘するように､教育権論争に
おいては ｢あるべき公教育｣の確保が争点となってきた｡しかし､特に
｢国民の教育権｣説の立場からは､それはまさに教育の公共性 (-市民
的公共性)を創出するための営為だったはずである｡その意味では､国
家からの自由に注意を喚起するだけでなく､現実的で利用可能な組織モ
デル (ないし組織構成原理)が求められていると言えよう｡
ii)憲法教育論 ･憲法保障教育論の留意点
良き市民､良き主権者を育てることは､公教育の重要な内容となる0
成熟した政治的判断能力を備えた賢明な市民､能動的に政治に参加する
市民が求められる｡ところで､国民の教育権論の流れに連なる憲法教育
請 (および憲法保障教育論)は､その主観的意図はどうあれ､憲法的価
値を教育的価値と同視して､被教育者にそれを教え込むことを基本とす
る思考法であったように見える｡これは､フランス的な共和主義教育の
重要な要素である公民教育モデル (フェリー的なモデルではないとして
も)に近似している｡ 共和主義国家は､公民教育を挺子にして国家の価
値理念の普及を図り､国民と公民を創出して共和制の基盤を固めた｡こ
れに対して､日本の憲法教育論は､国家から自由に憲法教育を行いうる
ことを前提とする(27)｡しかし､意法教育の重要性を強調するある論者は､
憲法に定める ｢教育を受ける権利｣は､主権者として育成されるに相応
しい教育内容を画家に対して要求する権利である､と規定した (永井憲
一)｡戦後､体制価値であるはずの憲法から離れてゆく国家になり代わっ
て､国民が憲法教育を実施するという図式が､そこでは描かれていた0
しかし､その文脈においては､国家がその公共性を徹底する場合､論哩
的には､憲法教育は容易に国家に吸収されてしまうことになるのではな
いかOなお､教育内容の基準を憲法や教育基本法に求めるとき､一方で
は､教育に対するその法的拘束力を承認し､また一方では､法的拘束力
を排斥しながら､かかる諸法律に教育基準を求めるという行き方がとら
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れる｡これは､渡辺洋三が注意を喚起するように､｢憲法万能主義あるい
は憲法物神崇拝主義とでも名づくべきもの｣または ｢教育の基準を法に
求める､日本に伝統的なあやまれる法治主義｣(28)に陥る危険性を率むもの
である｡
iv)憲法と公教育
先に見た樋口説においては､公教育と対立する丁教育の自由｣といラ
図式が措かれ､両者の緊張関係に注意が喚起されたが､(国家が強行する
ものとしての)公教育の具体的な組織形態については言及されなかった｡
他方で､｢国民の教育権｣説は､｢教育の責務の担い手を 『親を中心とす
る国民全体』としながらも､最終的にその 『国民』の実体を教師に収赦
させることによって､教育内容決定権が教師に帰属することを弁証しよ
うとしたもの｣(29)であった｡そのため､｢あるべき公教育｣モデル､つま
り､教育内容決定のプロセスを中心とした非国家的公共性の創出にかか
わる構想は､十分自覚的に展開されてきたとは言いがたいのではないか
と思われる｡この課題について､牧柾名は次のように指摘する｡
｢たしかに､教師から 『自由』が奪われ､子どもの学校生活 ･社会
生活における『自由』が極度に切り縮められてきた｡『自由』を奪って
きたものに対して､真理を学ぶ自由を､教師に自由を､国民に教育の
自由を､と主張し要求することはますます大事な､さしせまったこと
になっているOしかし他面で､国民一般は､教育にはやはり共通の『め
あて』というものが必要なのではないか､あるいは､学ばなくてはな
らないことがらをきちんと見きわめ､しっかり学ばなくてはならない､
と感じている｡また教師が教育の自由を享受すると､勝手な教育をさ
れはしないかという不安を感じたりもする (このような意識を政府は
教育の統制に有利な条件だととらえているのであるが)｡教師も､ただ
自由でありたい､というのではなく､教育内容を英知をあつめて作り
あげていく必要を感じている､といえよう｡･教育には､このように『め
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あて』と､それを実現しようとする意図的､組織的な過程が不可欠で
あるとすれば､そのすべてを国家が決定し､行政権を通じて強制する
ことには必ずしも賛成しなくとも､何らかの共通的意思をつくりあげ
る組織や機構というものが必要なのではないか､『国家の教育強制から
解放された教育は､国民の自由な文化的活動を営む国民の手にゆだね
られた』と理解すべきだ､といっても､そのことを具体的にみきわめ
ようとするとはっきりしない｡教育における自律的組織は具体的にど
のようなものであり､現在それはどのような関係において教育事業を
すすめるのか､教育における共通のめあてや内容の編成はどのように
すすめたらよいのか､このようなことがらが素朴に問われている､と
いってよい｡こうしたことに､教育権論は､きちんと対応しなければ
ならない｣(30)0
新しい公教育モデルを全面的に展開するだけの準備はないので､ここ
ではさしあたり､モデルを構想する際の基本的なフレームを簡単にデッ
サンするにとどめたい｡
民主主義国家において､公教育は国民-市民の自己決定を通じて編成
されることが基本となる｡たとえ国民意思を体現する存在であるとして
も､国家が公教育を一般的に後見することは妥当ではないと考えられる.
自由主義的な理念である内外事項区分論(31)を踏まえ､自己決定の方式と
して､政治的方式と文化的方式とを想定する｡前者は､教育の外的事項
つまり条件整備の問題が議会制民主主義のルートを通じて決定されるべ
きことを意味する｡後者は､教育の内的事項つまり教育価値の選択の問
題である｡この点については､｢教育の内的事項の決定は､個人的自由の
領域に属する事柄であり､その編成はあくまでも教育界における自由な
討議を基本とする文化的自治のルートによるべきである｣(32)との指摘が基
本的に首肯されよう｡この ｢文化的自治のルート｣は､国家から自由な
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領域として確保されるべきことが要請される｡｢現在の日本において国家
の教育内容への介入を是認することは､かえって社会的多数派による少
数派の抑圧を導く危険が大きい｣(33)からである｡各個人が国家による強制
や干渉を排除して自己決定を貫く ｢場｣が確保され､国家や自治体に回
収されなu教育共同体 ･教育的な公共圏が創出されなければならないだ
ろう｡具体的には､｢学校自治 (教育自治)｣の担い手として､父母 ･子
ども･住民の参加が要請される(34)｡父母や住民らの代表が各々の教育要
求をまとめ､最終的には､教師が教育専門職にある者として､その要求
に対して専門的判断を下すことになろう｡その場合でも､教師には独善
に陥らず知的誠実性を保つことや､孤立した実践ではなく教師集団の交
流の中で集団的に力量の向上を図ることが要請される｡また､親も､負
ら学習する組織を作り､集団的に所与の教育条件の改善を求めてゆく主
体となることが求められる(35)｡他方で､教育条件整備に携わる教育行政
の民主化が追求されるべきである｡例えば､住民参加を促進することで､
教育委員会制度を見直してゆくことが考えられる｡これは､中央集権化
の進んだ教育行政機構を地方自治の視点から根本的に組み換えてゆく作
業であると言える(36)0
Ⅴ)終わりに～今後の課題 ●
｢教育の自由｣の旗印の下で､公教育の編成における国家の役割を大
幅に限定し､非国家的な公共性の創出によって公教育を ｢国民的｣なち
のにしようとする思想的な営みが存在してきた｡依然として､それは実
体的な成果を生んでいない｡しかし､いずれにせよ､国家を公教育の正
当な担い手とするために､その自律化を促進しようとする思潮は微弱で
ある｡ここでは明らかに､｢ルソー=ジャコバン型｣の国家モデルと､そ
れにもとづく共和主義的な教育モデルが拒否されている｡(ある種の憲法
教育論は､共和主義モデルに相当に親和的であると見られるが｡)そこに
は､かかるモデルの実現可能性､あるいは､日本への適用可能性に対す
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る深刻な懐疑があると考えられる｡共和制がフランス国家の指導的価値･
伝統的な憲法的諸原理を体現するものであるのに対して､日本において
は､国家が､国民のコンセンサスである (はずの)憲法と不親和な関係
にあるという奇妙な "振れ"がある｡樋口が指摘するように､そうだか
らこそ､憲法の理念を実現する公教育を目指す移しい知的営みが､裁判
闘争を含めた諸々の運動とパラレルに､現れてきたのである｡しかし､
その場合､国家の公共性を強める方向は基本的に排斥されたく37)｡その意
味で､国家モデルとしては､｢トクヴィル=アメリカ型｣が選好されてい
るように見える｡地方分権化政策の推進により､地方教育行政の多元性
を確保するための条件が整いつつあることは､アメリカ塑モデルの実覗
には有利な状況である｡
しかし､依然として問題は残る｡1つは､国家の役割を限定し ｢市民
的公共性｣の方向を追求する場合に生じるアポリアである｡つまり､公
共性の独占者であった国家の後退を迫ることは､国家に代わる公共性の
担い手である市民に大きな負荷をかけることを意味するが､それに耐え
ることができるかということである(38)｡また､大衆民主主義社会･消費
社会といわれる現代の社会において､民主主義の危機は､｢人々の公共的
領域からの逃避｣｢人々が自足化し内部指向化して私的領域に脂帝するこ
と｣から生じている(39)が､その状況下で ｢新たな公共性の構築｣という
方向性を選択することは可能あるいは妥当なのか､という疑問もありえ
よう(40)｡しかし､少なくとも日本においては､あえてそれを選択しなけ
ればならないのだという (いささか気が重くなるような)決断を必要と
する背景があることは､やはり否定できないのではなかろうか.
もう1つの問題は､教育価値の選択にかかわる｡｢教育の内的事項につ
いては､子どもの学習権 (学習の自由)や市民的自由､親の教育の自由､
教師の教育の自由といった個人的諸権利の保障と切り離すことができず､
その限りで､『共同性』『公共性』に含意されているとみられる 『内容』
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の 『共通性』『普遍性』との間に緊張関係をもつことになる｣ (41)｡この論
点は､直接には､教育内容の決定方式にかかわって論じられる｡言及し
たように､｢文化的自治｣の場における､親などの教育要求と専門職とし
ての教師の決定との調整が大きな問題となるが､そのほかに､教育内容
の｢共通性｣｢普遍性｣の保障が､全国的なレベルにおいて､どのように
またどの程度まで行われるべきなのかが問題となる｡フランス的な教育
モデルにおいては､国家が国民に対して共和制国家の成員たるに相応し
い価値秩序を身につけさせることが肯定される.このことは､近年の多
文化主義の高揚によって ｢単一不可分の共和制｣理念にもとづく教育価
値が動揺させられているだけに､ますます強調して論じられることがあ
る｡日本の学説がこのモデルを採らないとすれば､その場合､｢共通性｣
｢普遍性｣を犠牲にした価値の多元性こそが認められねばならない､と
いうことになるのだろうか｡しかし､日本の学説が志向する地方分権的
なアメリカのシステムに関しても､公教育の目的は ｢公共善｣の実現に
あるとする有力な捉え方がある(42)｡国家の統制を排除した場合でも､社
会的な統一性 ･一体性が確保されるべきだという考えもありうる｡その
場合は､ナショナルなレベルで教育価値選択の (ある程度強行できる)
枠組みが必要となろう｡
いずれにせよ､現状のシステムを変革する必要があることは否定でき
ない｡変革は､いわゆる ｢教育の自由化｣論で合意されているような､
｢国家の教育責任の解除と統制の強行｣という形をとることはできない(43)0
あくまでも子どもの学習 ･成長 ･発達の権利を機軸として､親 ･教師 ･
その他の市民の権利 ･自由､義務 ･責任の関係を整序してゆくことが必
要だろう｡ 公教育の現状の構造は基本から組み立て直されなければなら
ないだろう｡しかし､それは全く新しい試み(｢創造の課題｣(44))となる｡
新しい公教育モデルを ｢どこにもない｣も.のとしてのユートピアに終わ
らせないためには､着実で綿密な研究と実践を積み重ねるしかないとい
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う､いささか平凡 (banal)なことがらを確認することで､本稿を閉じた
いと思う｡
※本稿では､個人名を表記する際､敬称や肩書などは一切省略させてい
ただきました｡
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報社 ･1995年)所収の小島･井上･小玉･北野の各論文､仲田陽一 ｢父母の学
校参加｣平原春好編･教育と教育委基本法 (勤草書房･1996年)356貢以下､教
育参加と子どもの権利条約 〔日本教育法学会年報25号〕(有斐閣･1996年)所収
の杉村･坪井･荒井の呑論文 (特に坪井由実 ｢教育自治と生徒参加｣は有益で
ある)､喜多明人ほか編･子どもの参加の権利 (三省堂･1996年)､南部初世 ｢学
校の自律性と父母参加｣松浦幸浦-西川信康編著･教育のパラダイム転換 (福村
出版･1997年)83貢以下などがある｡なお､フランスにおける父母や教職員､
学生･生徒による教育参加のありようを､各種の教育審議機関の構造と機能を
分析しながら検討したものとして､小野田正利･教育参加と民主刺-フランス
における教育審議機関に関する研究 (風間書房･1996年)がある｡また､同著
者の最近の論文 (｢教育参加制度の展望一日本とフランス｣市川頚美子-安達和
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志-青木宏治編 ･教育法学と子どもの人権 〔三省堂･1998年〕279貢以下)にお
いては､父母等による教育･学校参加の権利を具体的に保障するため､父母等
の参加を法制度的にセットすることの必要性が強調されている｡この点に関し
て､青木宏治は､教育の権利･自由を教育自治立法という形で実定法化するに
際しては､条例や教育委員会規則その他の多様な法形態が採られるべきである
とする｡参照､青木 ｢教育法における権利･自由の存在形態｣市川=安達二青木
編 ･前掲､254-256貫｡
他方で､父母等による教育･学校参加につき､優れた種々の実践に対して参
加の理論化が立ち遅れていると指摘されることがある｡黒崎勲は､｢学校参加の
理論に内容を与える教育のプロセスについての研究が必要なのではないか｣と
し､わが国の教育行政理論が学校参加の制度化を支える理論を提出してこなか
ったとの批判を提起している｡参照､黒崎･学校選択と学校参加(東大出版会･
1994年)172貫以下｡また､日本の現実を直視した場合の教育･学校自治の困難
性を指摘する見解もある｡水島朝穂は､｢親の 『教育の自由』の 『復権.‖こ期待
しつつも､現実の親の状況には悲観的たらざるをえない｣とし､父母の学校参
加についても､｢日本の地域社会の現状に対するリアルな認識｣を前提すべきこ
とに注意を喚起する｡参照､水島･前掲､174貢｡なお､後者の点に関係して､
旧来型の地域社会を解体し自律的な個人を軸に ｢新しu地域社会｣を構想しよ
うとするものとして､坂田仰 ｢幻想の中の地域社会｣清野東洋一-坂田仰編著･
入門日本の教育'97-'98(ダイヤモンド社･1997年)169貢以下がある｡
(35)牧 ･前掲､137貫｡
(36)この点に関しては､例えば､青木宏治 rF規制緩和』『分権』と人権｣ジュ7)ス
ト1133号 (1998年)164貢以下を参照｡
(37)しかし､教育の内的事項にかかわる国家介入が拒否されるのであり､教育行政
の民主化が放棄ざれたわけではない.
(38)例えば､石川健治 ｢承認と自己拘束｣岩波講座･現代の法1〔現代国家と法〕
(岩波書店 ･1997年)55貫を参照｡
(39)間宮陽介 ｢自由と公共性｣世界1995年4月号 (607号)62貢｡
(40)しかも､かかる選択が､伝統的な共同体に回収されることで､偏狭で排他的な
ナショナリズムを培養してしまう危険性がないとは言えない｡同上､63貢｡
(41)成嶋隆 ｢教育と憲法｣樋口陽一編･講座憲法学4(日本評論社･1994年)119貫o
(42)今村令子 ･教育は ｢国家｣を救えるか (東倍堂･1987年)366-367貫｡
(43)この点については､梶尾輝久･現代社会と教育 (岩波新書･1997年)174貫以下
を参照｡
(44)前掲 ｢シンポジウム｣12貢 (増尾輝久の発言)0
(完)
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